
１　デジタル田園都市国家構想交付金について     ２　地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）について

　　（地方創生推進タイプ・デジタル実装タイプ） 　　　　（１）制度の概要

（１）制度の概要及び令和５年度の実施状況 　　　　　　 地方創生の取組を加速させるため、国が認定した地域再生計画に基づく

　　　　　地方公共団体の地方創生プロジェクトに対し、当該地方公共団体に本社が

　　　　　所在しない企業が寄附を行った場合に法人関係税から控除される制度。

　　　　（２）令和５年度の実施状況

　　　　　　  ９事業に対して、３９社から６５，４８６千円の寄附金を受領。

　　　　（３）ＫＰＩの達成状況

　　　　　　 ＫＰＩは新秋田元気創造プランにおける成果指標を準用している。

　　　　　　寄附活用事業の概要及び達成状況は参考資料２－２のとおり。

（２）ＫＰＩの達成状況

　　令和５年度に実施した地方創生推進タイプ１８事業及びデジタル実

 装タイプ４事業の計２２事業について設定した６９のＫＰＩの達成状況は

 次のとおり。

　　※交付金事業の概要は参考資料２－１を参照

「あきた未来総合戦略」の関連事業について

あきた未来創造部あきた未来戦略課

達成率 100%以上
80～100%

未満
60～80%

未満
60%未満 未判明等 計

地方創生推進タイプ 25 12 8 5 3 53

デジタル実装タイプ 4 2 2 4 4 16

計 29 14 10 9 7 69

資料２

地方創生推進タイプ デジタル実装タイプ

対象事業
地方版総合戦略の本格的な推進に向け
た地方創生の深化につながる先導的な
事業

デジタルを活用した地域の課題解決や魅
力向上の実現につながる事業

国予算規模
930億円

（令和５年度当初予算措置）
400億円

（令和４年度補正予算措置）

補助率 １／２
ＴＹＰＥ１及び２ ： １／２
ＴＹＰＥ３　　　   ： ２／３

県の実施事業数
政策間連携による一体的な事業実施の
観点からパッケージ化した18事業

他の地域で既に確立されている優良モデ
ル等を活用して横展開した4事業

交付金充当額 6億6,652万円 3,458万円


